
1.

は
じ
め
に

昨
年
の
わ
が
国
経
済
を
振
り
返
る
と
、
ま
さ
に
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
翻
弄
さ
れ
た
一
年
だ
っ
た
と

言
え
る
。
２
０
２
０
年
１
月
16
日
に
わ
が
国
で
最
初

の
新
型
コ
ロ
ナ
患
者
が
報
告
さ
れ
て
か
ら
、
３
〜
５

月
に
第
１
波
、
７
〜
８
月
に
第
２
波
、
そ
し
て
11
月

以
降
に
第
３
波
が
発
生
し
、
感
染
者
数
が
急
増
し

た
。
政
府
は
、
感
染
拡
大
を
抑
制
す
る
た
め
に
４
月

７
日
に
緊
急
事
態
宣
言
を
発
出
し
、
こ
れ
を
５
月
25

日
ま
で
継
続
し
た
。
こ
の
結
果
、
わ
が
国
の
４
〜
６

月
期
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
前
期

比
年
率
▲
29
・
２
％
と
、
世
界
金
融

危
機
の
影
響
を
受
け
た
２
０
０
９
年

１
〜
３
月
期
の
同
▲
17
・
９
％
を
上

回
る
落
ち
込
み
と
な
っ
た
。
７
〜
９

月
期
に
は
緊
急
事
態
宣
言
の
影
響
が

剥
落
し
同
＋
22
・
９
％
と
急
回
復
し
た
も
の
の
、
実

質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
水
準
は
新
型
コ
ロ
ナ
発
生
前
の
２
０
１

９
年
４
〜
６
月
期
と
比
べ
て
31
兆
円
（
▲
６
％
）
ほ

ど
下
回
っ
て
推
移
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
経
済
活
動
の
落
ち
込
み
は
、
当
然
雇
用

に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
。
勤
め
先
の
都
合
な
ど
で

失
職
し
た
失
業
者
数
（
季
節
調
整
済
値
）
を
み
る

と
、
２
０
１
９
年
12
月
に
は
20
万
人
で
あ
っ
た
が
、

２
０
２
０
年
５
月
に
は
30
万
人
を
超
え
、
直
近
10
月

に
は
40
万
人
を
超
え
て
い
る
。
産
業
別
に
み
る
と
、

新
型
コ
ロ
ナ
発
生
前
に
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
や
シ
ニ
ア
需

要
で
拡
大
傾
向
に
あ
っ
た
宿
泊
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

に
お
い
て
、
10
月
に
は
正
規
の
雇
用
者
数
が
前
年
同

月
比
▲
11
万
人
、
非
正
規
で
同
▲
26
万
人
減
少
す
る

な
ど
、
雇
用
機
会
が
大
き
く
失
わ
れ
て
い
る
。

こ
う
し
た
状
況
下
、
政
府
や
地
方
自
治
体
は
足
許

の
景
気
や
労
働
市
場
の
動
向
を
正
確
に
把
握
し
、
企

業
の
事
業
継
続
や
家
計
の
生
活
支
援
に
資
す
る
政
策

を
適
時
・
適
切
に
実
行
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
同

時
に
、
今
年
な
い
し
遅
く
と
も
来
年
中
の
ワ
ク
チ
ン

接
種
に
よ
り
新
型
コ
ロ
ナ
を
克
服
し
た
後
、
い
か
に

し
て
わ
が
国
経
済
を
再
び
成
長
軌
道
に
乗
せ
る
か
、

そ
し
て
良
質
な
雇
用
を
創
出
し
て
い
く
か
に
つ
い
て

も
し
っ
か
り
と
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
忘
れ

て
は
な
ら
な
い
。

こ
の
た
め
に
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
が
拡
大
す

る
な
か
、
着
実
に
進
行
す
る
構
造
変
化
を
捉
え
る
必

要
が
あ
る
が
、
そ
の
主
役
は
デ
ジ
タ
ル
化
と
い
っ
て

ア
フ
タ
ー
・
コ
ロ
ナ
に
お
け
る

地
域
雇
用
の
創
出
に
向
け
た

課
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も
差
し
支
え
な
い
だ
ろ
う
。
実
際
、
新
型
コ
ロ
ナ
の

感
染
拡
大
を
契
機
に
、
多
く
の
企
業
が
業
務
プ
ロ
セ

ス
や
事
業
そ
の
も
の
の
デ
ジ
タ
ル
化
に
取
り
組
ん
で

い
る
ほ
か
、
昨
年
発
足
し
た
菅
内
閣
で
も
、
本
年
秋

ま
で
に
「
デ
ジ
タ
ル
庁
」
を
新
設
し
、
行
政
の
デ
ジ

タ
ル
化
を
強
力
に
推
進
す
る
構
え
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
産
業
や
雇
用
政
策
を
考
え
る
に
当

た
り
、
今
後
わ
が
国
で
デ
ジ
タ
ル
化
が
定
着
し
た
場

合
、
わ
が
国
経
済
及
び
雇
用
は
ど
の
よ
う
に
変
化
す

る
の
か
予
測
す
る
こ
と
が
重
要
に
な
る
。
も
っ
と

も
、
デ
ジ
タ
ル
化
で
経
済
社
会
が
ど
の
よ
う
に
変
わ

る
の
か
に
つ
い
て
は
す
で
に
多
く
の
分
析
が
世
の
中

に

れ
て
い
る
た
め
、
本
稿
で
は
雇
用
に
与
え
る
影

響
に
絞
っ
て
論
じ
た
い
。

2.

デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
る

雇
用
の
構
造
変
化

デ
ジ
タ
ル
化
が
雇
用
に
与
え
る
影
響
を
分
析
す
る

ア
プ
ロ
ー
チ
に
は
い
く
つ
か
あ
る
が
、
こ
こ
で
は
、

計
算
可
能
な
一
般
均
衡
モ
デ
ル
（C

o
m
p
u
ta
b
le

G
en
era

l
E
q
u
ilib

riu
m

M
o
d
el

以
下
、
Ｃ
Ｇ
Ｅ

モ
デ
ル
）
を
用
い
て
雇
用
の
構
造
変
化
を
分
析
す

る
。
Ｃ
Ｇ
Ｅ
モ
デ
ル
と
は
、
産
業
連
関
表
を
ベ
ー
ス

に
多
部
門
一
般
均
衡
モ
デ
ル
の
数
値
解
を
計
算
で
き

る
数
理
モ
デ
ル
で
あ
り
、
関
税
や
消
費
税
率
の
変

更
、
生
産
に
お
け
る
中
間
投
入
比
率
の
変
化
と
い
っ

た
与
件
の
変
化
に
伴
い
、
各
産
業
で
生
産
や
雇
用
等

が
ど
の
程
度
増
減
す
る
の
か
な
ど
を
分
析
で
き
る
点

で
中
・
長
期
的
な
構
造
分
析
に
強
み
が
あ
る
。

ま
ず
、
Ｃ
Ｇ
Ｅ
モ
デ
ル
を
用
い
て
行
う
シ
ミ
ュ
レ

ー
シ
ョ
ン
の
前
提
条
件
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
業
務

に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
定
着
は
、
生
産
活
動
に
お

け
る
情
報
通
信
サ
ー
ビ
ス
（
以
下
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー
ビ

ス
）
の
中
間
投
入
比
率
（
生
産
活
動
に
必
要
な
原
材

料
な
ど
の
財
・
サ
ー
ビ
ス
の
購
入
費
用
を
生
産
額

売
上

で
割
っ
た
値
）
が
上
昇
す
る
現
象
と
し
て

捉
え
ら
れ
よ
う
。
例
え
ば
、
直
近
の
産
業
連
関
表

（
２
０
１
５
年
）
に
基
づ
け
ば
、
売
上
を
１
億
円
生

み
出
す
の
に
必
要
な
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
の
中
間
投
入

額
は
、「
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
」
で
は
２
０
０
万
円

（
生
産
額
の
２
％
）、「
医
療
・
福
祉
」
で
は
１
０
０

万
円
（
同
１
％
）、「
金
融
・
保
険
」
で
も
６
０
０
万

円
（
同
６
％
）
程
度
と
な
っ
て
い
る
。
今
後
幅
広
い

産
業
で
デ
ジ
タ
ル
化
が
進
め
ば
、
企
業
は
同
じ
売
上

を
上
げ
る
の
に
、
よ
り
多
く
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
を

利
用
す
る
よ
う
に
な
る
一
方
、
そ
れ
以
外
の
中
間
投

入
、
例
え
ば
広
告
宣
伝
費
と
い
っ
た
「
対
事
業
所
サ

ー
ビ
ス
」
な
ど
の
中
間
投
入
比
率
が
低
下
し
て
い
く

と
考
え
ら
れ
る
。

で
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
の
中
間
投
入
比
率
は
ど

の
程
度
上
昇
す
る
と
み
れ
ば
よ
い
の
だ
ろ

う
か
。
こ
こ
で
は
、
わ
が
国
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ

ー
ビ
ス
の
中
間
投
入
比
率
が
デ
ジ
タ
ル
先

進
国
並
み
ま
で
高
ま
っ
て
い
く
と
み
る
の

が
無
理
の
な
い
仮
定
だ
ろ
う
。
シ
ン
ガ
ポ

ー
ル
や
エ
ス
ト
ニ
ア
な
ど
に
代
表
さ
れ
る

デ
ジ
タ
ル
先
進
国
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
の

中
間
投
入
比
率
は
、
２
０
１
５
年
の
デ
ー

タ
で
そ
れ
ぞ
れ
わ
が
国
の
同
比
率
の
１
・

７
倍
、
１
・
５
倍
程
度
と
な
っ
て
お
り
、

ま
た
、
こ
う
し
た
国
々
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

を
受
け
て
今
後
さ
ら
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス

の
活
用
を
進
め
て
い
く
可
能
性
が
高
い

（
図
表
１
）。

し
た
が
っ
て
、
こ
こ
で
は
デ
ジ
タ
ル
化

の
シ
ナ
リ
オ
と
し
て
、
わ
が
国
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ

サ
ー
ビ
ス
の
中
間
投
入
比
率
が
２
０
１
５

特集▶新時代の地域雇用創出に向けて

図表１ 海外におけるＩＣＴサービスの中間投入比率

（資料）OECD Stat.を基に日本総研作成
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年
時
点
の
２
倍
に
拡
大
す
る
場
合
を
想
定
す
る
。
具

体
的
に
は
、
各
産
業
で
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
の
中
間

投
入
比
率
が
２
０
１
５
年
時
点
の
２
倍
と
な
り
、
同

時
に
そ
れ
が
増
え
た
分
だ
け
、
他
の
産
業
の
中
間
投

入
比
率
が
低
下
す
る
と
し
た
。

こ
う
し
た
前
提
に
基
づ
き
産
業
別
に
雇
用
の
変
化

を
シ
ミ
ュ
レ
ー
ト
す
る
と
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
が
２

０
１
５
年
対
比
＋
76
・
８
％
と
大
幅
に
増
加
す
る
一

方
、「
対
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
」
は
同
▲
13
・
３
％
と

比
較
的
大
き
く
減
少
す
る
ほ
か
、「
運
輸
・
郵
便
」

は
同
▲
６
・
９
％
、「
商
業
」
は
同
▲
２
・
３
％
減

少
す
る
※
１

。
こ
の
背
景
に
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス

の
生
産
量
が
増
え
る
に
伴
い
、
他
の
産
業
で
は
資

本
・
労
働
と
い
っ
た
生
産
要
素
を

Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
に
奪
わ
れ
る
と

い
っ
た
供
給
サ
イ
ド
の
要
因
や
、

各
財
・
サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
家
計

の
消
費
選
好
や
政
府
需
要
の
違
い

と
い
っ
た
需
要
サ
イ
ド
の
要
因
な

ど
が
影
響
し
て
い
る
。

次
に
、
職
業
別
に
雇
用
の
変
化

幅
を
試
算
し
た
。
こ
れ
に
つ
い
て

増
加
幅
が
大
き
い
順
に
み
る
と
、

「
シ
ス
テ
ム
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
・

設
計
者
」
が
２
０
１
５
年
対
比
＋

38
万
人
、「
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
作
成

者
」
が
同
＋
14
万
人
、「
そ
の
他

の
情
報
処
理
・
通
信
技
術
者
」
が

同
＋
８
万
人
ほ
ど
増
加
す
る
な
ど
、
労
働
需
要
の
増

加
は
い
わ
ゆ
る
デ
ジ
タ
ル
人
材
に
集
中
す
る
様
子
が

確
認
で
き
る
（
図
表
２
）。
ま
た
、
減
少
幅
が
大
き

い
順
に
み
る
と
、「
自
動
車
運
転
従
事
者
」
が
同
▲

11
万
人
、「
販
売
店
員
」
が
同
▲
10
万
人
、「
ビ
ル
・

建
物
清
掃
員
」
が
同
▲
９
万
人
の
ほ
か
、「
総
合
事

務
員
」
や
「
会
計
事
務
従
事
者
」
が
と
も
に
同
▲
６

万
人
、「
警
備
員
」
や
「
自
動
車
整
備
・
修
理
従
事

者
」
が
同
▲
５
万
人
減
少
す
る
な
ど
、「
運
輸
・
郵

便
」
や
「
商
業
」、「
対
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
」
に
特
徴

的
な
職
業
を
中
心
に
労
働
需
要
が
大
き
く
下
振
れ
す

る
姿
と
な
っ
た
。

こ
う
し
た
職
業
間
に
お
け
る
雇
用
者
数
の
変
化

は
、
理
論
的
に
は
デ
ジ
タ
ル
化
に
伴
う
Ｉ
Ｃ
Ｔ
サ
ー

ビ
ス
の
中
間
投
入
比
率
の
上
昇
に
対
し
て
企
業
や
家

計
が
最
適
に
反
応
し
た
結
果
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、

「
自
動
車
運
転
従
事
者
」
や
「
販
売
店
員
」
な
ど
の

労
働
需
要
が
減
少
す
る
職
業
か
ら
、「
シ
ス
テ
ム
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
・
設
計
者
」
や
「
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
作

成
者
」
と
い
っ
た
需
要
が
増
加
す
る
職
業
に
労
働
力

が
円
滑
に
シ
フ
ト
す
る
こ
と
が
経
済
厚
生
の
観
点
か

ら
望
ま
し
い
。
し
た
が
っ
て
、
政
策
的
に
は
、
雇
用

を
守
る
た
め
に
衰
退
産
業
を
保
護
す
る
の
で
は
な

く
、
成
長
産
業
に
人
材
を
円
滑
に
移
し
て
い
く
た
め

の
政
策
や
制
度
設
計
を
行
う
こ
と
が
重
要
と
な
る
。

3.

適
切
な
政
策
対
応
が
な
け

れ
ば
地
方
の
雇
用
機
会
は
大

き
く
減
少
す
る
リ
ス
ク

以
上
が
日
本
全
体
で
み
た
と
き
の
デ
ジ
タ
ル
化
に

よ
る
雇
用
の
構
造
変
化
の
予
測
で
あ
る
が
、
大
都
市

圏
（
南
関
東
、
東
海
、
近
畿
）
と
地
方
圏
（
大
都
市

圏
以
外
）
で
分
け
た
場
合
、
大
都
市
圏
で
は
雇
用
が

増
加
し
、
地
方
圏
で
は
減
少
す
る
可
能
性
が
高
い
。

こ
れ
は
、
地
方
圏
で
は
衰
退
す
る
職
業
の
雇
用
者
数

の
減
り
方
は
大
都
市
圏
よ
り
も
緩
や
か
で
あ
る
も
の

の
、
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
新
規
雇
用
は
あ
ま
り
増
え
な

い
と
考
え
ら
れ
る
た
め
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
先
に

み
た
雇
用
の
減
少
幅
の
大
き
い
職
業
、
例
え
ば
、

「
総
合
事
務
員
」
や
「
ビ
ル
・
建
物
清
掃
員
」、「
販

売
店
員
」
の
雇
用
者
数
は
地
方
圏
で
は
そ
れ
ぞ
れ
日

図表２ 職種別雇用者数の変化幅

（資料）総務省「産業連関表」、内閣府「GDP統計」を基に日本総研作成
（注）ICTサービスの中間投入比率が２倍となった場合の試算。
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本
全
体
の
36
％
、
43
％
、
44
％
程
度
を
占
め
る
が
、

デ
ジ
タ
ル
人
材
の
そ
れ
は
２
割
程
度
に
過
ぎ
な
い

（
図
表
３
）。
こ
れ
は
、
地
方
圏
で
デ
ジ
タ
ル
化
が
遅

れ
て
い
る
と
同
時
に
、
今
後
デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
っ
て

失
わ
れ
る
雇
用
が
大
き
い
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
事
態
に
陥
る
の
を
避
け
、
地
方
圏
に
お

い
て
良
質
な
雇
用
を
生
み
出
し
て
い
く
た
め
に
は
、

ど
の
よ
う
な
政
策
が
求
め
ら
れ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。

少
な
く
と
も
次
の
３
点
が
考
え
ら
れ
る
。

第
１
に
、
現
地
企
業
や
地
方
自
治
体
が
業
務
の
デ

ジ
タ
ル
化
を
担
う
ジ
ョ
ブ
（
仕
事
な
い
し
職
業
）
を

社
内
に
作
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
う
し
た
ジ
ョ
ブ
に
つ

い
て
適
正
な
賃
金
設
定
を
行
え
ば
、
デ
ジ
タ
ル
の
専

門
家
が
大
都
市
圏
だ
け
で
な
く
地
方
圏
で
も
職
を
見

つ
け
や
す
く
な
る
※
２

。
一
般
に
、
少
子
高
齢
化
・

人
口
減
少
が
急
ピ
ッ
チ
で
進
む
地
方
圏
の
方
が
大
都

市
圏
よ
り
も
デ
ジ
タ
ル
化
の
ニ
ー
ズ
は
強
い
こ
と
か

ら
、
時
に
は
高
度
な
デ
ジ
タ
ル
技
術
な
ど
に
つ
い
て

大
都
市
圏
の
デ
ジ
タ
ル
人
材
に

協
力
を
求
め
る
こ
と
は
あ
っ
て

も
、
自
社
で
雇
用
し
た
専
門
家

の
方
が
、
自
社
業
務
や
現
地
事

業
の
実
情
を
適
切
に
踏
ま
え
た

デ
ジ
タ
ル
施
策
を
実
行
し
や
す

く
な
る
点
で
適
し
て
い
る
と
考

え
ら
れ
る
。

第
２
に
、
地
方
圏
の
国
公
立

大
学
を
活
用
し
た
社
会
人
の
学

び
直
し
に
よ
る
デ
ジ
タ
ル
人
材

の
育
成
で
あ
る
。
近
年
、
多
く

の
大
学
・
大
学
院
で
は
経
済
社

会
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
Ａ

Ｉ
な
ど
の
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
や

Ｗ
ｅ
ｂ
開
発
に
関
す
る
ス
キ
ル

を
身
に
付
け
ら
れ
る
科
目
を
増

や
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
科
目

を
受
講
す
る
た
め
に
、
社
員
や

自
治
体
職
員
を
大
学
・
大
学
院
に
派
遣
し
、
彼
・
彼

女
ら
に
デ
ジ
タ
ル
に
関
す
る
新
た
な
ス
キ
ル
を
身
に

付
け
さ
せ
れ
ば
、
現
地
企
業
や
地
方
自
治
体
の
切
実

な
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
遂
行
が
可

能
と
な
る
ほ
か
、
大
都
市
圏
の
Ｉ
Ｔ
ベ
ン
ダ
ー
企
業

に
依
存
し
過
ぎ
な
く
て
済
む
。
地
方
自
治
体
や
現
地

の
経
済
団
体
等
で
資
金
を
出
し
合
っ
て
、
デ
ジ
タ
ル

化
に
よ
っ
て
職
を
喪
失
す
る
リ
ス
ク
の
高
い
職
業
に

従
事
す
る
人
々
に
現
在
の
仕
事
を
続
け
な
が
ら
デ
ジ

タ
ル
・
ス
キ
ル
を
学
べ
る
よ
う
、
フ
ル
タ
イ
ム
の
給

与
で
時
短
を
認
め
る
こ
と
や
、
授
業
料
等
を
支
援
す

る
の
も
一
案
で
あ
る
。

第
３
に
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
支
援
で
あ
る
。
こ
れ

ま
で
は
現
存
す
る
職
業
を
対
象
に
デ
ジ
タ
ル
化
に
よ

っ
て
ど
の
よ
う
に
職
業
の
分
布
が
変
わ
る
か
と
い
う

こ
と
を
み
て
き
た
が
、
現
実
に
は
デ
ジ
タ
ル
化
に
よ

っ
て
新
し
く
生
ま
れ
る
職
業
も
多
い
。
例
え
ば
、
最

近
で
は
、
機
械
学
習
エ
ン
ジ
ニ
ア
や
ア
プ
リ
開
発

者
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
・
ア
ナ
リ
ス
ト
、
民
泊
事
業

者
、
地
方
の
観
光
ス
ポ
ッ
ト
を
紹
介
す
るY

o
u

T
u
b
er

、
旅
行
で
き
な
い
人
の
代
わ
り
に
旅
行
し

て
動
画
を
撮
影
す
る
代
理
ト
ラ
ベ
ラ
ー
な
ど
、
様
々

な
職
業
が
生
ま
れ
て
い
る
。
今
後
、
Ａ
Ｉ
や
ロ
ボ
ッ

ト
の
ビ
ジ
ネ
ス
へ
の
実
装
に
よ
っ
て
、
単
純
・
定
型

的
な
仕
事
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
が
失
わ
れ
て
い
く
と
す

れ
ば
※
３

、
こ
う
し
た
新
し
い
職
業
は
、「
機
械
」

に
よ
る
代
替
で
仕
事
を
失
う
人
々
の
雇
用
の
受
け
皿

と
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
地
方
で
事
業
拡
大
を
企
図

特集▶新時代の地域雇用創出に向けて

図表３ デジタル人材の大都市圏・地方圏別シェア

（資料）総務省「平成27年国勢調査」を基に日本総研作成
（注）大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県。地方圏：大都市圏以外の都道府県。
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し
て
い
る
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
事
業
者
に
対
し
、
経
営

ス
キ
ル
を
学
ぶ
機
会
の
提
供
や
資
金
支
援
を
行
う
こ

と
は
、
地
域
雇
用
の
創
出
に
直
接
的
に
つ
な
が
る
と

考
え
ら
れ
る
。

【
注
】

※
１

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
前
提
条
件
及
び
結
果
の
詳
細

に
つ
い
て
は
、
安
井
洋
輔
（
２
０
２
０
）「
デ
ジ
タ
ル
化

に
よ
る
雇
用
の
構
造
変
化
｜
ア
フ
タ
ー
・
コ
ロ
ナ
を
見
据

え
た
デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成
が
急
務
」
日
本
総
研
リ
サ
ー

チ
・
レ
ポ
ー
ト

N
o
.2020

014.
を
参
照
の
こ
と
。

※
２

賃
金
設
定
に
お
い
て
は
、
一
般
社
団
法
人
人
材
サ
ー

ビ
ス
産
業
協
議
会
「
転
職
賃
金
相
場

２
０
１
９
」
な
ど
、

近
年
蓄
積
が
進
ん
で
い
る
転
職
市
場
の
賃
金
情
報
を
参
考

に
す
る
の
も
一
案
。

※
３

今
回
の
試
算
で
は
、
Ａ
Ｉ
や
ロ
ボ
ッ
ト
の
ビ
ジ
ネ
ス

へ
の
実
装
に
よ
っ
て
ど
の
程
度
単
純
・
定
型
的
な
仕
事
が

「
機
械
」
に
代
替
さ
れ
る
か
と
い
っ
た
効
果
は
分
析
し
て

い
な
い
が
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
研
究
（N
ed
elk
o
sk
a
,
L
.

a
n
d
G
.
Q
u
in
tin
i
(
2
0
1
8
)
“
A
u
to
m
a
tio
n
,
sk
ills

u
se

a
n
d
tra

in
in
g
.”

O
E
C
D

S
o
cia

l,
E
m
p
loy-

m
e
n
t
a
n
d
M
ig
r
a
tio
n

W
o
r
k
in
g
P
a
p
e
r
s
N
o
.

202,
p
p
.
51

）
に
よ
れ
ば
、
運
転
士
、
販
売
員
、
清
掃

員
と
い
っ
た
比
較
的
単
純
か
つ
定
型
的
な
作
業
が
多
い
職

業
は
、
将
来
的
に
Ａ
Ｉ
に
よ
る
自
動
化
で
な
く
な
る
可
能

性
が
高
い
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
Ｍ
Ｉ
Ｔ
の
ア
セ
モ
グ

ル
教
授
ら
の
研
究
で
も
（A

cem
o
g
lu
,
D
,
a
n
d
P
.

R
e
stre

p
o

2
0
2
0

）“
R
o
b
o
ts

a
n
d
J
o
b
s
:
E
v
i-

d
e
n
c
e
fro

m
U
S
L
a
b
o
r
M
a
rk
e
ts.”

J
o
u
r
n
a
l

o
f
P
o
litica

l
E
co
n
o
m
y
.
V
o
lu
m
e
1
2
8
.
P
a
g
e
s

2188
2244.

、p
p
.
2234

）、
産
業
ロ
ボ
ッ
ト
の
普
及
に

よ
る
雇
用
の
喪
失
は
、
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
的
な
職
業
や
販
売

店
員
・
事
務
員
で
と
り
わ
け
影
響
が
大
き
い
こ
と
を
示
し

て
い
る
。
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